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背
景

　

全
国
的
に
多
く
の
公
共
施
設
は
、

築
後
の
年
数
が
経
ち
老
朽
化
が
進
行

し
て
い
ま
す
。
現
状
を
維
持
す
る
た

め
に
は
多
く
の
財
源
が
必
要
と
な
る

た
め
、
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
立

川
市
に
お
い
て
も
、
昭
和
40
年
代
か

ら
50
年
代
に
整
備
さ
れ
た
多
く
の
施

設
で
、
老
朽
化
が
進
行
し
て
お
り
、

施
設
の
更
新（
改
修
、
建
て
替
え
）が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

立
川
市
の
現
状

　

市
は
、
公
共
施
設
の
現
状
把
握
を

行
い
、
老
朽
化
対
策
の
検
討
を
進
め

て
き
ま
し
た
。

①
施
設
の
現
状
　
市
は
、
約
41
・
9

万
平
方
㍍（
市
民
1
人
当
た
り
床
面

積
2
・
4
平
方
㍍
、
東
京
都
25
市
の

平
均
1
・
99
平
方
㍍
よ
り
多
い
）の

公
共
施
設
を
保
有
し
て
お
り
、
築
30

年
以
上
の
建
物
が
全
体
の
約
61
％
と

老
朽
化
し
た
施
設
が
多
い
状
況
で
す

（
グ
ラ
フ
1
）。

②
人
口
の
現
状
と
将
来
推
計
　
人
口

と
世
帯
数
は
平
成
26
年
〜
27
年
ご
ろ

を
境
に
増
加
傾
向
か
ら
減
少
に
転
じ
、

平
成
55
年
に
は
立
川
市
民
の
約
3
分

の
1
が
65
歳
以
上
の
高
齢
者
と
な
り
、

人
口
構
造
の
変
化
が
予
測
さ
れ
ま
す
。

③
財
政
の
現
状
　
平
成
14
年
度
〜
23

年
度
の
10
年
間
の
推
移
で
は
扶
助
費

（
児
童
手
当
・
生
活
保
護
費
な
ど
）が

約
1
・
7
倍
に
増
加
し
て
い
ま
す
。

一
方
で
道
路
や
学
校
の
改
修
等
に
要

す
る
投
資
的
経
費
は
、
こ
の
10
年
間

の
平
均
額
か
ら
平
成
23
年
度
は
約
30

％
低
く
な
っ
て
い
ま
す
。

④
将
来
コ
ス
ト
試
算
　
今
後
40
年
間

に
必
要
な
公
共
施
設
の
更
新
コ
ス
ト

を
試
算
す
る
と
、
40
年
間
で
年
平
均

49
・
4
億
円
と
な
り
、
現
状
の
公
共

施
設
に
お
け
る
投
資
的
経
費（
年
平

均
29
・
5
億
円
）の
約
1
・
7
倍
の

コ
ス
ト
が
必
要
で
す
。

公
共
施
設
あ
り
方
検
討
の

必
要
性

　

市
は
、
老
朽
化
対
策
の
た
め
公
共

施
設
保
全
計
画
を
つ
く
り
、
施
設
の

長
寿
命
化
や
効
率
的
な
維
持
管
理
に

よ
る
コ
ス
ト
削
減
に
よ
っ
て
、
平
成

45
年
度
ま
で
の
コ
ス
ト
を
33
億
円

（
年
平
均
）ま
で
圧
縮
を
図
る
こ
と
を

検
討
し
ま
し
た
。
一
方
、
そ
の
後
の

平
成
46
年
度
〜
65
年
度
の
建
て
替
え

の
コ
ス
ト
は
、
51
・
7
億
円（
年
平

均
）か
か
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
、
現

状
の
ま
ま
維
持
す
る
こ
と
は
、
困
難

な
状
況
と
な
り
ま
す
。

公
共
施
設
あ
り
方

方
針
を
策
定

　

そ
こ
で
、
今
あ
る
資
源
・
資
産
を

最
大
限
有
効
活
用
し
な
が
ら
、
コ
ス

ト
削
減
と
行
政
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
維

持
の
両
立
を
図
る
方
針
と
し
て
、
3

つ
の
大
方
針（
右
図
）と
4
つ
の
方
策

（
下
表
）か
ら
な
る「
公
共
施
設
あ
り

方
方
針
」を
策
定
し
ま
し
た
。

公
共
施
設
の
削
減
目
標

　

公
共
施
設
保
全
計
画
上
の
施
設
約

34
万
平
方
㍍
に
対
し
て
、
40
年
後
の

維
持
可
能
な
保
有
面
積
を
推
計
す
る

と
27
万
平
方
㍍
と
な
り
、
20
％
の
削

減
が
必
要
で
す（
グ
ラ
フ
2
）。
人
口

や
財
政
の
見
通
し
に
よ
り
、
将
来
の

維
持
可
能
な
公
共
施
設
の
保
有
面
積

を
推
計
し
た
も
の
で
す
。
大
方
針
に

掲
げ
る
公
共
施
設
の
ス
リ
ム
化
を
進

め
る
た
め
に
は
、
公
共
施
設
の
面
積

や
維
持
管
理
の
費
用
を
削
減
す
る
目

標
を
持
ち
、
長
期
的
か
つ
計
画
的
に

取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

今
後
は
多
く
の
市
民
の
皆
さ
ん
の

意
見
を
踏
ま
え
、
公
共
施
設
の
機
能

に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
持
続
可
能

な
公
共
施
設
の
あ
り
方
に
つ
い
て
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
公
共
施
設
あ

り
方
方
針
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、

市
図
書
館
な
ど
で
ご
覧
に
な
れ
ま
す
。

　人口動態や財政状況および公共施設の時代のニーズを踏まえ、スリム化を積極的
に進めるとともに、機能（役割）を重視した公共施設の再編および転換を図っていく。

　今後の公共施設の管理について、民間手法の導入や市のマネジメント体制の構築
を図るなど効率的な運営をより一層推進する。

公共施設あり方方針《３つの大方針》

公共施設のスリム化と機能（役割）重視の再編・転換

効率的な公共施設の運営

❶

公共施設の面積総量の圧縮❶
機能の多機能化、複合化、集約化による
既存ストックの有効活用・多目的活用❷
地域特性・人口特性に応じた機能の再配置❸
効率的な管理運営❹

　多様な世代の人が集まることにより、地域の活性化や世代を超えた交流を生み出
し、地域の核となる公共施設にする。

地域の核となる公共施設へのさらなる展開❷

❸

今後、公共施設はどうある
べきかという方向性

《4つの方策》 ３つの大方針を実現させる
ための具体的な行動
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学校施設は特に
老朽化が進行し
ています

グラフ１〈築年別状況〉

　
市
は
、
公
共
施
設
の
現
状
と
課
題
を
調
査
・

分
析
し
、
こ
れ
か
ら
の
公
共
施
設
の
あ
り
方
方

針
を
策
定
し
ま
し
た
。
こ
の
方
針
に
基
づ
い
て

持
続
可
能
な
公
共
施
設
の
あ
り
方
に
つ
い
て
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

問
企
画
政
策
課
・
内
線
2
6
9
3

公共施設老朽化問題
シンポジウム

　亜細亜大学大学院教授・安登利
幸さんによる「公共施設の老朽化
と今後のあり方」についての基調
講演、パネルディスカッションな
どを行います。直接会場へ時３月
21日㈷午後１時30分～３時30分
場女性総合センター１階ホール定
100人（先着順）保５人程度（１歳
～学齢前。３月13日㈮までに電話、
ファクス、Ｅメールで企画政策
課へ）問企画政策課・内線2693Fax
（521）2653 e kikakuseisaku@city.

tachikawa.lg.jp

※公共施設保全計画上の面積で
　表示しています。

27万㎡
80％

40年後の維持可
能な公共施設の
保有面積

7万㎡
20％

面積削減目標

地域の核となる公共施設

民間手法

グラフ２


